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はじめに

　本学部は、学校教員や社会のあらゆるステージで教育的素養を持ち貢献できる人材等の

養成を目標とし、教育研究内容、卒業要件や教員免許状取得条件等の異なる５課程22コー

ス、選修を展開している。その中で、各学年約250人の学生たちが、日々教育研究や教職

等キャリア形成の充実深化に努めている。

　筆者らは、本学部における教職スタート科目「教職概論」を担当している。「教職概

論」は入学直後の第１セメスター（１年前期）に開講され、教員免許状の取得や卒業要件

の達成に向け、毎年90％近い学生が受講する「教職に関する科目」である。運営にあたっ

ては、教室収容人数等の関係から、平成21年度に新設された「小学校教育コース」を除く

「学校教育教員養成課程（教科教育コース、国際理解教育コース、幼児教育コース、障害

児教育コース）」グループと、「実践臨床教育課程（人間教育学コース、教育心理学コー

ス）・健康科学教育課程（スポーツ健康科学コース、生活健康科学コース）・情報科学教

育課程（表現情報処理コース、数理情報コース）・総合文化教育課程（国際文化コース、

文芸・芸能コース）」に「小学校教育コース」を加えたグループに分けて開講している。

　その中で、筆者らは、授業や学生との関わりの中で、両グループの集団としての雰囲気

（関心意欲、目的意識、授業規律等）の「違い」、教職キャリア形成に向けたモチベー

ション（動機、目標、課題意識、気構え等）の「幅」、入学段階で有する情報（質的量的

な豊富さ、正確さ等）に「差」があると感じ、それらが年々激しくなるように感じてきた。

　筆者らは、科目運営にあたり、科目開設のねらい、指導内容の精選と構造化や授業の計

画的・系統的実施を図るとともに、学び成長する主体である学生の状況やニーズに応じた
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指導の工夫改善の継続に努めたいと考えている。

　そこで、入学直後の学生の「違い」、「幅」、「差」の理解を目的とし、「教職概論」冒

頭に実施してきた４年間の「アンケート」結果を報告し、今後の課題等について整理する。

１．調査の対象、目的や方法等

１　「教職概論アンケート」

　時期：平成19年度～22年度「教職概論」第１時間目（木曜２・３限）

　対象：平成19年度～22年度「教職概論」第１時間目受講者

  方法：調査紙による

　回答：回収数を合計、集計・整理区分により示す（表１）

　項目：「所属」、「性別」、「学年」以外の項目（本稿関係分）を示す（表２）

１　本学部の志望・受験を決定した時期

　　　①高校１年　②高校２年　③高校３年(予備校)の１学期～夏休み

　　　④高校３年(予備校)の２学期～冬休み　⑤センター試験の後

２　本学部の志望理由、動機（複数回答可）

　　　①教育学部進学が第１希望だった　　②他に受験する大学・学部が無かった

　　　③家族や親類の勧め　　④先輩、友人が在学していた　　⑤先生（高校・予

　　　備校）の勧め　　⑥教育問題に関心を持っていた　　⑦自宅に近い

　　　⑧自宅から遠い大学に行きたかった　　⑨学校教員になりたかった

　　　⑩センター試験の結果から　　⑪偏差値にあった大学・学部だった

　　　⑫特に理由はない　　⑬その他　　⑭選修、コース等のカリキュラムや内容

　　　から　（※⑭は平成21年度に付加した項目）

３　学校教員希望の有無

　　　①強く希望　　②希望　　③未定　　④希望しない　⑤全く希望しない

４　学校教員の適性への自己評価

　　　①大いにそう思う　　②大体そう思う　　③分からない

　　　④あまり思わない　　⑤全く思わない

５　本学部の受験情報の入手先（２つまで）

　　　①受験雑誌　　②先輩や友人　　③高校（予備校）の先生　　④公開説明会

　　　やオープンキャンパス　　⑤本学、本学部のホームページ　　⑥家族や親類

　　　の人　　⑦高校（予備校）の進路資料室資料　　⑧赤本　　⑨その他

年度＼区分 合計 １群 ２群 ３群 ４群

平成19年度 236 85 35 116

平成20年度 212 79 34 99

平成21年度 229 79 34 85 31

平成22年度 252 84 32 104 32

表１　「教職概論アンケート」回収数

表２　「教職概論アンケート」調査項目
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　集計：卒業要件、教員免許状取得や調査途中の新設等条件により区分した（表３）

２．結果と考察

２－１　「本学部の志望・受験を決定した時期」について

　図１～４で「決定時期」の全体と各群別割合を見た。

　各年度ともに「センター試験後」が圧倒的であるが、その割合は減少傾向にあり20年度

以降は半数を下回る。「高校１・２年」、「３年２学期」の割合に大きな変化はない。逆

に「３年１学期」が漸次増加する傾向にあり、高校２年から３年前期にかけて志望校を絞

り込み、決定していく生徒が増えていると見られる。

　要因としては、「ＡＯ入試」、「推薦入試」の拡大に応じた志望校決定の早期化、高校

におけるキャリア教育、進路指導や受験対策の充実、多数の高校が大学教員等を招聘した

「大学を学ぶ出前講座」「進路説明会」等を2年中旬から後半に実施していること等が考

えられる。また、中学から高校に「推薦」で進学する生徒が半数近くになっている現状か

ら、進学先を早めに決めようとする保護者の増加も考えられる。

　各群別には、１群・３群では「センター試験後」が半数以上を占め、「高校２年」まで

に決めた生徒は２割に満たない。３年時の諸考査やセンター試験等の結果を見て判断して

いる様子が分かる。逆に、２群の学生は比較的早い時期から志望先を決定している。４群

は「AO入試」で定員の３分の２が合格する「小学校教育コース」のため決定時期が早いの

は当然であるが、「高校２年」での決定者が増える傾向にある。

　次に、図５～８で「決定時期」の各群別の経年変化を見た。

　４群を除き「センター試験後」が高い割合で推移しているが、２群は年度による変化が

激しく「高校３年」の早い時期か「センター入試後」が「一年おき」といった様相である。

４群は「ＡＯ入試」の出願が８月であるため「３年１学期」がほとんどとなる。

　なお、１～３群には複数の「コース・選修」が含まれることから、各「コース・選修」

の傾向を把握することが今後必要と考える。

表３　「教職概論アンケート」集計・整理区分

区分 課程（コース、選修）名（コース、選修名略）

１群 学校教育教員養成課程（教科教育・10選修）

２群 学校教育教員養成課程（国際理解教育、幼児教育、障害児教育）

３群

実践臨床教育課程（人間教育学、教育心理学）、健康科学教育課程（ス

ポーツ健康科学、生活健康科学）、情報科学教育課程（表現情報処理、

数理情報）、総合文化教育課程（国際文化、文芸・芸能）

４群 学校教育教員養成課程（小学校教育）



−��− −��−

図１ 平成19年度　全体と各群別の割合

図２ 平成20年度　全体と各群別の割合

図３ 平成21年度　全体と各群別の割合

図４ 平成22年度　全体と各群別の割合
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２－２　「本学部の志望理由、動機」について

　図９は「志望理由、動機」について各項目別に経年で見たものである。「⑭選修、コー

ス等のカリキュラムや内容から」については、「小学校教育コース」新設による受講グ

ループの再編成に合わせて付加しており21年度以降に現れる。

　「①教育学部進学が第１希望だった」、「⑩センター試験の結果から」、「⑨学校教員

になりたい」と「⑭カリキュラムや内容から」が高い割合を示しており、「⑪偏差値に

あった大学・学部」、「⑤先生の勧め」、「⑦自宅に近い」と続いている。

　しかし、図９や図10「各項目割合の年度別推移」を見ると、特に22年度に筆頭項目と

なった「⑩センター試験の結果から」や「⑤先生の勧め」、「⑦自宅に近い」、「⑪偏差

値にあった大学・学部」が近年増加する傾向がある。逆に「①教育学部進学が第１希望

だった」、「⑨学校教員になりたい」、「⑥（そのコース、選修の）教育問題に興味が

あった」が減少している。

　教育や教職への興味関心、教職を中心とするキャリア形成に向けた意欲や態度等よりも、

テスト結果、偏差値や周囲の進言等により希望するキャリアや志望校を決定、変更する生

徒の現状を示している可能性がある。要因として昨今の経済状況、保護者の負担増や就学

支援の弱体化等も挙げられるが、高校までのキャリア教育、進路指導やきめ細かい教育的

支援のあり方が今後の課題となる。

　各群別の上位項目は表4のとおりであった。１群は⑨①⑩が群を抜いて高く、⑭⑦⑪が

それらの半分程度の割合となった。2群は①⑭⑨が高かったが、⑤に続いて⑥を選択した

者が多く各個の教育課題に対する興味関心が現れる形となった。3群は⑩に続いて⑭⑨①

が拮抗し、コース、選修の個性や多様さを示した。4群は⑭が群を抜き①の倍以上の割合

となった。コースやカリキュラムの様子が伝わる中で期待感が強く出た結果と考えられる。

図５ １群の経年変化 図６ ２群の経年変化

図７ ３群の経年変化 図８ ４群の経年変化
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表４　「本学部の志望理由、動機」各群別上位項目(22年度）

図９ 各項目別の経年比較

第１位項目 第２位項目 第３位項目 第４位項目

１群 ⑨学校教員希望 ①教育学部希望 ⑩センター試験 ⑭カリキュラム

２群 ①教育学部希望 ⑭カリキュラム ⑨学校教員希望 ⑤先生の勧め

３群 ⑩センター試験 ⑭カリキュラム ⑨学校教員希望 ①教育学部希望

４群 ⑭カリキュラム ①教育学部希望 ⑨学校教員希望 ⑩センター試験

図10 各項目割合の年度別推移
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２－３　「学校教員希望の有無」について

　図11～14は各年度の「教職（教員）への指向性」を全体と群別に見たものである。

　入学段階で「教職（教員）を強く希望」する学生は、19年度より40％、50％、54％、

50％と推移し約半数の学生が強く指向している。「強く希望する」に「希望する」を加え

ると、63％、71％、74％、72％となり、ここ3年間は70％超となった。逆に、「希望しな

い」、「全く希望しない」は16％、11％、7％、8％と1割を切る状況となった。

　全体として教職への指向性が強まっている。そのことは、年々、所謂「非養成系」と呼

ばれる学生（３群）の「教職概論」受講者が増加している事実にも見える。

　しかし、各群別に見ると指向性は異なる。表５は22年度を例にしたものである。また、

「未定」者が１群から順に11％、6％、34％、４％といる。２・４群の学生は比較的早い

時期から職業、就業を意識しているのに対し、3群の学生は学生時代に考えるという傾向

も伺える。

　次に、図15～18は「教職（教員）への指向性」の各群別の経年変化を見たものである。

　３群を除き「未定」や「希望しない」、「全く希望しない」が減少傾向にある。早い段

階で教職や教職以外の選択がなされると、大学での学びがその実現を一義とした学習や取

組に矮小化されかねないという指摘がある。就業力育成と学問探究を両立させる取組が求

められる。同時に、自らのキャリア形成に向け、早い段階から目的意識を持ち、課題解決

に向かう学生が多いということも言える。学生や学生集団の状況やニーズをふまえた授業

改善や指導内容の精選が求められている。

表５　「各群別の教員希望者の割合の違い」(22年度）

強く希望する 希望する 希望しない 全く希望しない

１　群 57% 29% ２% １%

２　群 68% 26% 0% 0%

３　群 32% 16% 11% ７％

４　群 76% 20% 0% 0%

図11 平成19年度　全体と各群別の割合
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図15 １群の経年変化 図16 ２群の経年変化

図12 平成20年度　全体と各群別の割合

図13 平成21年度　全体と各群別の割合

図14 平成22年度　全体と各群別の割合
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２－４　「学校教員の適性への自己評価」について

　図19～22は「教職（教員）へ適性の自己評価」を全体と群別に見たものである。

　入学初期の段階で「教職（教員）への適性」について「大いにそう思う」、「大体そう

思う」学生は、19年度より39％、50％、47％、45％と推移し、半数の学生は自分の教員と

しての適性を「有り」と判断している。逆に、「あまり思わない」、「全く思わない」は

23％、18％、14％、15％と、４人に一人から８人に一人という割合に減じている。

　各群別では、２群と４群が比較的「肯定的」に自己を評価をしている。「教職概論」や

日常の学生との交流の中で、この群に属する学生には、比較的、入学前から幼児、児童や

障害児等に対する教育的ボランティアや交流等の経験を有する者が多く、経験から「子ど

も」に対する愛着や思いが強いこと、本人の性格や言動にふれた学校教員や周囲から「教

員に向いている」と評価された経験を有すること、「子ども」と関わる教員に対する憧れ

が強いこと等を感じており、比較的肯定的に自己を評価しているものと考えられる。

　特に、４群での自己評価の高さが顕著である。４群に限らず多くの学生に指摘できよう

が、自己肯定は大切ではあるが、教育現場の実際や教員の職務、職責等の僅かな一部を理

解している段階での「思い込み」は、教職キャリア形成上の困難にもつながる可能性があ

る。今後の学習や学内外での諸活動の中で、教育現場や教員の真の姿を見せ、実際の業務

や子どもとの関わりを数多く経験させる中で、自らの「求める教員像」や「めざす教育の

姿」等を立てさせ、実践的指導力の基礎をつくらせる必要がある。その面で、各年度とも

約３分の１が答えている「分からない」が、現時点で「健全」とも言えよう。

図17 ３群の経年変化 図18 ４群の経年変化

図19 平成19年度　全体と各群別の割合
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図23 １群の経年変化 図24 ２群の経年変化

図20 平成20年度　全体と各群別の割合

図21 平成21年度　全体と各群別の割合

図22 平成22年度　全体と各群別の割合
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２－５　「本学部の受験情報の入手先」について

　図27～30で、受験生の「情報入手先」について全体と各群別割合を見た。

　「大学・学部ホームページ」から入手する者が最も多く３分の１を占め、「学校の先

生」が約20％、「受験雑誌」が約15％、「進路相談室等の資料」、「赤本」が約10％と続

いている。

　各群間で目立った特徴は断じられず、年度により割合が変化している。高校における進

路指導、受験対策の山谷がそのまま反映しているとも思われる。４群を他の群と比較する

と「オープンキャンパス・学校説明会」の割合が高い、「先輩・友人」が増加したことが

言える。４群を構成する「小学校教育コース」は新設コースという目新しさも加わり当初

から多数の参加者がある。筆者は「出前講座」で訪れた県内外の高校で、「２年生がキャ

リア教育の一環でオープンキャンパスに参加し、在学生の姿を見、生きた情報を貰って

帰ってきた。」という教員の説明や、「私も参加して志望校を決めました。」という生徒

の声にも出会っている。それらの反映であろう。また、22年度には「先輩・友人」の数字

が現れたことも２年目の新たな動きと捉えられる。

　図31は「情報入手先」について19年度からの変化を示している。「大学・学部ホーム

ページ」、「学校の先生」、「オープンキャンパス・学校説明会」を情報入手先とする者

が増加している。「大学・学部ホームページ」からは19年度より32％、33％、34％、35％

と推移し、「学校の先生」からは17％、18％、19％、20％、「オープンキャンパス・学校

説明会」は少ないながら４％、４％、５％、７％となった。逆に「受験雑誌」、「進路相

談室等の資料」、「赤本」は割合としては減少傾向にある。

　ネット環境が身近に整備され、家庭や学校等で、「いつでも、誰でも、どこでも」情報

が受け取れる時代となった。情報化社会で生まれ育つ生徒や保護者の動向をふまえ、時

宜を得た正しい情報を発信することを疎かにしてはならない。また、魅力的で豊かなパ

フォーマンスやメディアを活用した積極的な広報宣伝が求められる。

　「子どもにとって最大の教育環境は教員である。」と言われる。生徒の進路決定やキャ

リア形成に大きな影響力を有する教員、特に高校教員に対する適切な情報提供が必要であ

る。本学部の教育研究、教員養成や教育貢献等の内容が、高校や進学塾等で全て正しく理

解されているとは言い難い。実際の姿を形で見せること、継続的な関わりと積極的な情報

発信が必要である。

図25 ３群の経年変化 図26 ４群の経年変化
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図27 平成19年度　全体と各群別の割合

図28 平成20年度　全体と各群別の割合

図29 平成21年度　全体と各群別の割合

図30 平成22年度　全体と各群別の割合
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おわりに

　筆者らは、「教職概論」をとおして、受講者一人一人が、教職の魅力、やりがいや使命感等

を理解し、教職への情熱や志向性、今後の学びに対する意欲を育むことや、本学部の教員養成

カリキュラムを理解し、様々な学びや活動に積極的に取り組む態度を身につけてほしいと願う。

　この稿では、入学当初（「教職概論」受講開始時）の学生や学生集団の、教職やキャリ

ア形成に関する動機、意識、意欲や態度等について、その「違い」、「幅」、「差」の有

無を探ってきた。「アンケート結果」という限られた枠内とはいえ、「違い」が見られた

ことは貴重であった。

　今後は、それらの「違い」が、「教職概論」における「学び」の成果や実感にどう影響

を与えているのか、「違い」に応じた改善点は何か等について解明したい。

　なお、「情報入手先」の結果に関連し、筆者らは本学部の取組を正しく理解して貰う努

力を怠るべきではないと考える。積極的な情報発信、メディア活用や開放、開示による正

しい認知こそ本学部の教員養成機能に対する信頼感につながると考えるからである。

謝辞

　本研究にあたっては、「教職概論」に講師として招聘した公立・附属学校（園）教員や、

教育学部の多くの方々のご指導ご支援をいただいた。ここに厚く謝意を伝えるものである。

図31 情報入手先の経年変化




